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令和６年議案第５５号 

 

   江南市教育委員会委員の任命について 

 

 下記の者を江南市教育委員会委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定に基づき、議会の同

意を求める。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

記 

 

住  所   

氏  名  後藤 鎭全 

生年月日   

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会委員 後藤鎭全氏が令和６年９月３０日

任期満了するので、後任の者を任命する必要があるからであります。 
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後 藤 鎭 全 履 歴 

 

住  所    

生年月日    

学  歴    

職  歴    
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（参 考） 

江 南 市 教 育 委 員 会 委 員 名 簿 

（令和６年８月１日現在） 

住   所 氏  名 生 年 月 日 任   期 

 
後藤 鎭全  

自令和 2年10月 1日 

至令和 6年 9月30日 

 
藤田 佐知子  

自令和 3年10月 1日 

至令和 7年 9月30日 

 
山田 茂美  

自令和 4年10月 1日 

至令和 8年 9月30日 

 
岩田 正武  

自令和 5年10月 1日 

至令和 9年 9月30日 

 

 

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 （組織） 

第３条 教育委員会は、教育長及び４人の委員をもつて組織する。ただし、条例で定

めるところにより、都道府県若しくは市又は地方公共団体の組合のうち都道府県若

しくは市が加入するものの教育委員会にあつては教育長及び５人以上の委員、町村

又は地方公共団体の組合のうち町村のみが加入するものの教育委員会にあつては教

育長及び２人以上の委員をもつて組織することができる。 

 （任命） 

第４条 教育長は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、

教育行政に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を

得て、任命する。 

２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、

学術及び文化（以下単に「教育」という。）に関し識見を有するもののうちから、地

方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、教育長又は委員となることができない。 

（１）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

（２）禁錮以上の刑に処せられた者 

４ 教育長及び委員の任命については、そのうち委員の定数に１を加えた数の２分の
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１以上の者が同一の政党に所属することとなつてはならない。 

５ 地方公共団体の長は、第２項の規定による委員の任命に当たつては、委員の年齢、

性別、職業等に著しい偏りが生じないように配慮するとともに、委員のうちに保護

者（親権を行う者及び未成年後見人をいう。第４７条の５第２項第２号及び第５項

において同じ。）である者が含まれるようにしなければならない。 

 （任期） 

第５条 教育長の任期は３年とし、委員の任期は４年とする。ただし、補欠の教育長

又は委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 教育長及び委員は、再任されることができる。 

 （兼職禁止） 

第６条 教育長及び委員は、地方公共団体の議会の議員若しくは長、地方公共団体に

執行機関として置かれる委員会の委員（教育委員会にあつては、教育長及び委員）

若しくは委員又は地方公共団体の常勤の職員若しくは地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員と兼ね

ることができない。 
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令和６年議案第５６号 

 

   江南市都市公園条例の一部改正について 

 

 江南市都市公園条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、尾張都市計画事業江南布袋南部土地区画整理事業の換地処

分に伴い、改正する必要があるからであります。 
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   江南市都市公園条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市都市公園条例（昭和５５年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１布袋下山公園の項中「江南市布袋下山町東１３４番地（仮換地江南布袋南

部土地区画整理事業１８街区）」を「江南市布袋下山町東１４０１番地」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、尾張都市計画事業江南布袋南部土地区画整理事業の換地処分の公告の

日の翌日から施行する。 
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（参 考） 

   江南市都市公園条例の一部を改正する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (都市公園の設置等) 

第2条 都市公園の名称及び位置は、別表第1のとおりとする。 

2   （略） 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

  都市公園   都市公園 

名称 位置 

木賀公園の項～久昌寺跡公園の項    

（略） 

布袋下山公園 江南市布袋下山町東1401

番地 
 

名称 位置 

木賀公園の項～久昌寺跡公園の項    

（略） 

布袋下山公園 江南市布袋下山町東134

番地(仮換地江南布袋南

部土地区画整理事業18街

区) 
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令和６年議案第５７号 

 

   江南市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

 

 江南市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙の

とおり定めるものとする。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、布袋駅西自転車等駐車場を廃止するため、改正する必要が

あるからであります。 
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   江南市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例（平成１１年条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

 

 別表布袋駅西自転車等駐車場の項を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

   江南市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (設置) 

第2条   （略） 

2 駐車場の名称及び位置は、別表のとおりとする。 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 

名称 位置 

北野自転車等駐車場の項～江南駅北自

転車等駐車場の項   （略） 

 

 

 

 

江南駅北第三自転車等駐車場の項   

（略） 
 

名称 位置 

北野自転車等駐車場の項～江南駅北自

転車等駐車場の項   （略） 

布袋駅西自転車等

駐車場 

江南市布袋町西布

68番地 

江南駅北第三自転車等駐車場の項   

（略） 
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令和６年議案第５８号 

 

   江南市水道事業給水条例の一部改正について 

 

 江南市水道事業給水条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、水道事業の健全な経営を確保するため、水道料金の改定を

行う必要があるからであります。 
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   江南市水道事業給水条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市水道事業給水条例（昭和５０年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表一般用官公署用営業用湯屋用の項中「６０５円」を「７２６円」に、「７７０円」

を「９２４円」に、「１，１００円」を「１，３２０円」に、「２，２００円」を「２，

６４０円」に、「３，３００円」を「３，９６０円」に、「５，５００円」を「６，６

００円」に、「１１，０００円」を「１３，２００円」に、「３３，０００円」を「３

９，６００円」に、「７７円」を「８５．８円」に、「１１０円」を「１１８．８円」

に、「１７６円」を「１８４．８円」に、「１９８円」を「２０６．８円」に、「２３

１円」を「２３９．８円」に改め、同表臨時用の項中「２９７円」を「３２４．５円」

に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （料金に関する経過措置） 

２ 令和７年４月１日前から継続して供給している水道の使用で、同日前までの使用

水量に係る料金が含まれる場合については、改正後の江南市水道事業給水条例別表

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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（参 考） 

   江南市水道事業給水条例の一部を改正する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (料金) 

第25条 料金は、別表に定めるところにより算定した額とする。ただし、その額に1円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

別表(第25条関係) 

  水道料金 

別表(第25条関係) 

  水道料金 

料 

金 

 

 

用 

途 

基本料金 従量料金1立方メ

ートルにつき 

メーター

の口径 

料金 

(1月に

つき) 

一

般

用 

官

公

署

用 

営

業

用 

湯

屋

用 

13 ミ リ

メ ー ト

ル 

726円 10立方メートル以

下 85.8円 

10立方メートルを

超え20立方メート

ル以下 118.8円 

20立方メートルを

超え40立方メート

ル以下 184.8円 

40立方メートルを

超え80立方メート

ル以下 206.8円 

20 ミ リ

メ ー ト

ル 

924円 

25 ミ リ

メ ー ト

ル 

1,320円 

40 ミ リ

メ ー ト 

2,640円 

ル  80立方メートルを 

50 ミ リ

メ ー ト

ル 

3,960円 超えるもの  2 3

9.8円 

75 ミ リ

メ ー ト

ル 

6,600円 

100ミリ 13,200

料 

金 

 

 

用 

途 

基本料金 従量料金1立方メ

ートルにつき 

メーター

の口径 

料金 

(1月に

つき) 

一

般

用 

官

公

署

用 

営

業

用 

湯

屋

用 

13 ミ リ

メ ー ト

ル 

605円 10立方メートル以

下 77円 

10立方メートルを

超え20立方メート

ル以下 110円 

20立方メートルを

超え40立方メート

ル以下 176円 

40立方メートルを

超え80立方メート

ル以下 198円 

20 ミ リ

メ ー ト

ル 

770円 

25 ミ リ

メ ー ト

ル 

1,100円 

40 ミ リ

メ ー ト 

2,200円 

ル  80立方メートルを 

50 ミ リ

メ ー ト

ル 

3,300円 超えるもの 231

円 

75 ミ リ

メ ー ト

ル 

5,500円 

100ミリ 11,000

- 15 -



新 旧 

メ ー ト

ル 

円 

150ミリ

メ ー ト

ル 

39,600

円 

臨

時

用 

1立方メートルにつき 324.5円 

 

メ ー ト

ル 

円 

150ミリ

メ ー ト

ル 

33,000

円 

臨

時

用 

1立方メートルにつき 297円 
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（参 考） 

 

江南市水道事業給水条例の一部を改正する条例（案）の概要 

 

水道事業の健全な経営を確保するため、水道料金を令和７年４月１日より改定す

るものです。 

別表（新） 

 料金  

用途 

基本料金(1月につき) 従量料金 

（1㎥につき）  メーターの口径 料金 

 一般用 

官公署用 

営業用 

湯屋用 

13ｍｍ 726円  0㎥超～10㎥以下 85.8円  

20ｍｍ 924円  10㎥超～20㎥以下 118.8円  

25ｍｍ 1,320円  20㎥超～40㎥以下 184.8円  

40ｍｍ 2,640円  40㎥超～80㎥以下 206.8円  

50ｍｍ 3,960円  80㎥超 239.8円  

75ｍｍ 6,600円  

 100ｍｍ 13,200円  

150ｍｍ 39,600円  

 臨時用 1㎥につき      324.5円 

 

別表（旧） 

 料金  

用途 

基本料金(1月につき) 従量料金 

（1㎥につき）  メーターの口径 料金 

 一般用 

官公署用 

営業用 

湯屋用 

13ｍｍ 605円  0㎥超～10㎥以下 77円  

20ｍｍ 770円  10㎥超～20㎥以下 110円  

25ｍｍ 1,100円  20㎥超～40㎥以下 176円  

40ｍｍ 2,200円  40㎥超～80㎥以下 198円 

50ｍｍ 3,300円  80㎥超 231円  

75ｍｍ 5,500円  

 100ｍｍ 11,000円  

150ｍｍ 33,000円  

 臨時用 1㎥につき      297円 
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令和６年議案第５９号 

 

   江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正に

ついて 

 

 江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり定めるものとする。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年

法律第４７号）による児童手当法（昭和４６年法律第７３号）の一部改正に伴い、所要

の整備を図る必要があるからであります。 
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   江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例（案） 

 

 江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第１８

号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第２の１５の項中「同法附則第２条第１項」を「子ども・子育て支援法等の一部

を改正する法律（令和６年法律第４７号）附則第１３条第１項の規定によりなお従前

の例によるものとされた同法第１２条の規定による改正前の児童手当法附則第２条第

１項」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

  

- 19 -



（参 考） 

   江南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例（案）の新旧対照表 

新 旧 

 (個人番号の利用範囲) 

第4条 法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げる執行機関が行う

同表の右欄に掲げる事務、別表第2の左欄に掲げる執行機関が次項の規定により同

表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該執行機関が保有するものを利用して

行う同表の中欄に掲げる事務及び市の執行機関が行う特定個人番号利用事務とす

る。 

2 別表第2の左欄に掲げる執行機関は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該執行機関が保有するも

のを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受け

ることができる場合は、この限りでない。 

3及び4   （略） 

別表第2(第4条関係) 別表第2(第4条関係) 

執行機関 事務 特定個人情報 

1の項～14の項   （略） 

15 市長 生活に困窮

する外国人

に対する生

活保護法に

よる保護の

決定及び実

施又は徴収

金の徴収に

準じて行わ

れる措置に

関する事務

であって規

医療保険給付関係

情報、地方税関係

情報、児童扶養手

当関係情報、母子

及び父子並びに寡

婦福祉法(昭和39

年法律第129号)に

よる母子家庭自立

支援給付金、特別

児童扶養手当等の

支給に関する法律

による障害児福祉

執行機関 事務 特定個人情報 

1の項～14の項   （略） 

15 市長 生活に困窮

する外国人

に対する生

活保護法に

よる保護の

決定及び実

施又は徴収

金の徴収に

準じて行わ

れる措置に

関する事務

であって規

医療保険給付関係

情報、地方税関係

情報、児童扶養手

当関係情報、母子

及び父子並びに寡

婦福祉法(昭和39

年法律第129号)に

よる母子家庭自立

支援給付金、特別

児童扶養手当等の

支給に関する法律

による障害児福祉
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新 旧 

則で定める

もの 

手当若しくは特別

障害者手当若しく

は昭和60年法律第

34号附則第97条第

1項の福祉手当若

しくは母子保健法

(昭和40年法律第

141号)による養育

医療の給付若しく

は養育医療に要す

る費用の支給に関

する情報、児童手

当法(昭和46年法

律第73号)による

児童手当若しくは

特例給付(子ども･

子育て支援法等の

一部を改正する法

律（令和6年法律第

47号)附則第13条

第1項の規定によ

りなお従前の例に

よるものとされた

同法第12条の規定

による改正前の児

童手当法附則第2

条第1項に規定す

る給付をいう。以

下同じ。)の支給に

関する情報(以下

則で定める

もの 

手当若しくは特別

障害者手当若しく

は昭和60年法律第

34号附則第97条第

1項の福祉手当若

しくは母子保健法

(昭和40年法律第

141号)による養育

医療の給付若しく

は養育医療に要す

る費用の支給に関

する情報、児童手

当法(昭和46年法

律第73号)による

児童手当若しくは

特例給付(同法附

則第2条第1項に規

定する給付をい

う。以下同じ。)の

支給に関する情報

(以下「児童手当関

係情報」という。)、

中国残留邦人等支

援給付等関係情

報、介護保険給付

等関係情報又は障

害者自立支援給付

関係情報であって

規則で定めるもの 
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新 旧 

「児童手当関係情

報」という。)、中

国残留邦人等支援

給付等関係情報、

介護保険給付等関

係情報又は障害者

自立支援給付関係

情報であって規則

で定めるもの 

16の項～46の項   （略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16の項～46の項   （略） 
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令和６年議案第６０号 

 

   江南市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部改正について 

 

 江南市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める

ものとする。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、１００歳以上で１０本以上の歯を保っている住民を対象と

した表彰制度を創設することに伴い、改正する必要があるからであります。 
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   江南市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部を改正する条例（案） 

 

 江南市歯と口腔の健康づくり推進条例（令和元年条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第２条第４号中「及び」を「、」に改め、「９０１８表彰」の次に「及び１００１０

特別表彰」を加える。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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（参 考） 

   江南市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部を改正する条例（案）の新旧対照

表 

新 旧 

 (定義)  (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

第2条 同左 

 (1)～(3)   （略）  (1)～(3)   （略） 

 (4) 8
はち

0
まる

2
にい

0
まる

運動 8020表彰、9018表

彰及び10010特別表彰を目指し、80歳

で自分の歯を20本以上保つ運動をい

う。 

 (4) 8
はち

0
まる

2
にい

0
まる

運動 8020表彰及び9018

表彰を目指し、80歳で自分の歯を20本

以上保つ運動をいう。 
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令和６年議案第６１号 

 

   損害賠償の和解及び額を定めることについて 

 

 市において損害賠償義務が発生したので、その和解及び額を別紙のとおり定めるこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第 

１３号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、令和６年４月３日江南市村久野町地内において、派遣労働

者が交通事故を起こしたことにより、市に損害賠償義務が生じたからであります。 
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和 解 及 び 賠 償 金 調 書 

事 故 発 生 日 時  令和６年４月３日 午前１１時１０分頃 

事 故 発 生 場 所  江南市村久野町平松１８５番地５ 東側十字路 

当 事 者 (甲) 江南市 

運転者 秘書人事課 

公益社団法人愛知県シルバー人材センター

連合会 江南市事務所 派遣労働者 

当 事 者 (乙) 相手方 運転者 市外在住 女性 

事 故 の 状 況 

 広報配布ルートの事前確認のため走行中、信号のない十字路

において、公用車の右側側面と相手方車両の前方が出合い頭に

衝突したもの。 

和 解 の 内 容 

１．双方の損害額及び過失割合は、次のとおりとする。 

  （１） 損害額  甲  金   ６２７，０００円 

           乙  金 １，０８３，１８１円 

  （２） 過失割合 甲  ４０％ 

           乙  ６０％ 

  甲は、乙に対し、金４３３，２７２円を賠償するものとする。 

乙は、甲に対し、金３７６，２００円を賠償するものとする。 

２．また、乙は、甲に対し、上記１の３７６，２００円のほかに、

乙の対物超過特約による賠償金として２６，４００円を法律

上の損害賠償額とは別に負担するものとする。 

３．その他に関しては、一切異議、請求の申立てをしないものと

する。 

賠 償 金 額 車両修繕費  金 ４３３，２７２円 
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令和６年議案第６２号 

 

   財産の無償貸付について 

 

 下記のとおり財産を無償貸付することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    

 

記 

 

１ 貸 付 の 目 的  江南市立あずま保育園及び江南市立中央保育園の統合保育所

を、民間事業者が民設民営方式により整備、運営するため 

２ 貸付の相手方  広島市西区庚午中一丁目７番２４号 

株式会社アイグラン 

代表取締役 橋本 雅文 

３ 貸 付 内 容  土地の無償貸付 

４ 貸し付ける財産 

（種類）   （所在）        （地目）   （地積） 

   土 地    江南市石枕町神明８２番 宅 地    ４，１５４．７４㎡ 

５ 貸 付 の 期 間  令和６年１１月１日から令和１８年３月３１日まで 

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市立あずま保育園及び江南市立中央保育園の統合保育

所を整備する民間事業者が、長期にわたり安定した保育所運営をするため、必要があ

るからであります。 
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令和６年議案第６３号 

 

 

令和６年度江南市一般会計補正予算（第３号） 

                    

 

 令和６年度江南市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,086,349千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 34,392,454千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 既定の継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第３条 既定の繰越明許費の追加は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第４条 既定の債務負担行為の追加は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第５条 既定の地方債の追加及び変更は、「第５表 地方債補正」による。  

 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

 

                      江南市長  澤田 和延 
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出

07 106,731 6

予

,219,438

算

1

補

0 地 方 特 例 交 付 金 57

正

3,619 10,61

歳

7 584,236

　

1 地 方 特 例

入

交 付 金 573,619 10,617 584,236

11 地 方 交 付 税 4,668,000 26,138 4,694,138

1 地 方 交 付 税 4,668,000 26,

款

138 4,694,1

項

38

補

15 国 庫 支 出 金

正

5,798,661 7

第

前

0,782 5,869

の

,443

額

1 国 庫 負 担 金 3,7

補

27,144 44,4

　

12 3,771,55

正

6

2 国

　

庫 補 助 金 231,35

額

9 15,849 247

計

,208

千

4 国 庫 交 付 金 1,8

１

円

17,541 10,5

千

21 1,828,06

円

2

千

16 県 支 出 金 2,

円

617,360 1,604 2,618,964

2 県 補 助 金 750,432 1,604 752,036

表

19 繰 入 金 368,435 164,7

1

72 533,207

市

1 基 金 繰

税

入 金 368,435 1

1

64,491 532,

3

926

,

2 特 別 会 計 繰 入 金 28

0

1 281

4

20 繰 越 金

　

4

350,000 690

,

,176 1,040,

7

176

4

1 繰 越 金 350,00

0

0 690,176 1,

1

040,176

0

21

6

諸 収 入 1,313,0

,

94 176,129 1

7

,489,223

歳

3

5 雑 入 1,

1

065,434 176

1

,129 1,241,

3

563

,

22 市 債 1,

1

067,000 △16

5

0,600 906,4

1

00

1

,

市 債 1,067,00

4

0 △160,600 9

入

7

06,400

1

歳　　入　　合　　計 33,306,105 1,086,349 34,392,454

1

歳

市 民 税 6,112,7
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,381,059 145,532 17,526,591

1 社 会 福 祉 費 8,469,678 57,074 8,526,752

2 児 童 福 祉 費 6,662,552 76,240 6,738,792

3 生 活 保 護 費 2,227,912 12,218 2,240,130

4 衛 生 費 2,707,036 253,850 2,960,886

1 保 健 衛 生 費 858,977 232,925 1,091,902

2 清 掃 費 1,846,923 20,925 1,867,848

6 農 林 水 産 業 費 220,245 44 220,289

1 農 業 費 220,243 44 220,287

7 商 工 費 399,766 4,180 403,946

1 商 工 費 399,766 4,180 403,946

8 土 木 費 2,469,715 70,626 2,540,341

1 土 木 管 理 費 183,632 6,416 190,048

2 道 路 橋 り ょ う 費 684,079 55,577 739,656

3 河 川 費 245,124 548 245,672

4 都 市 計 画 費 739,333 8,085 747,418

9 消 防 費 1,147,073 21,783 1,168,856

1 消 防 費 1,147,073 21,783 1,168,856

10 教 育 費 2,981,957 45,621 3,027,578

1 教 育 総 務 費 445,030 8,705 453,735

2 小 学 校 費 580,364 25,971 606,335

3 中 学 校 費 362,860 10,945 373,805

歳　　出　　合　　計 33,306,105 1,086,349 34,392,454

歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

2 総 務 費 3,087,248 544,713 3,631,961

1 総 務 管 理 費 2,435,272 544,199 2,979,471

2 徴 税 費 423,569 514 424,083

3 民 生 費 17
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第２表 継続費補正 

［単位：千円］ 

款 項 事 業 名 
補 正 前      補  正  後 

総 額 年 度 年割額 総 額 年  度 年割額 

６ 

農林水

産業費  

１ 

農業費 

農 業 振 興

地 域 整 備

計 画 改 定

事 業 

10,164 

令和６年度 5,456 

9,130 

令和６年度 4,900 

令和７年度 4,708 令和７年度 4,230 

第３表 繰越明許費補正 

［単位：千円］ 

款 項 事 業 名 金  額 

３ 民 生 費 ２ 児童福祉費 保育園（（仮称）宮田東・藤里統合保育園）整備事業 29,777 

10 教 育 費 

２ 小 学 校 費 

学 校 施 設 整 備 事 業 4,081 

学 校 施 設 空 調 設 備 整 備 事 業 21,890 

３ 中 学 校 費 学 校 施 設 空 調 設 備 整 備 事 業 10,945 

第４表 債務負担行為補正 

［単位：千円］ 

事 項 期 間 限 度 額 

防 災 行 政 無 線 改 修 事 業 令和６年度～令和７年度 499,657 

- 40 -



第５表 地方債補正 

［単位：千円］ 

起債の目的        限度額     起債の方法 利 率 償還の方法 

空調設備整備事業（小学校） 21,800 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0%以内 

（ただし、利

率見直し方

式で借り入れ

る政府資金

及び地方公

共団体金融

機構資金に

ついて、利率

の見直しを行

った後におい

ては、当該利

率見直し後

の利率） 

借入れの日から据置期間

を含めて 30 年以内償還。た

だし、市財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮

し、又は繰上償還もしくは低

利に借換えすることができ

る。 
空調設備整備事業（中学校） 10,900 

    ［単位：千円］ 

起 債 の 目 的        

補 正 前 補 正 後 

限 度 額     

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

限 度 額     

起債 

の 

方法 

利率 

償還 

の 

方法 

保 育 園 整 備 事 業 13,400 
普通 

貸借 

又は 

証券 

発行 

4.0%以内 

(ただし、

利 率 見 直

し 方 式 で

借 り 入 れ

る 政 府 資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率 の 見 直

し を 行 っ

た 後 に お

いては、当

該 利 率 見

直 し 後 の

利率) 

借 入 れ

の日から

据置期間

を含めて

30 年以内

償還。ただ

し、市財政

の都合に

より据置

期間及び

償還期限

を短縮し、

又は繰上

償還もし

くは低利

に借換え

すること

ができる。

41,400 

補正 

前に 

同じ 

補正 

前に 

同じ 

補正 

前に 

同じ 

臨 時 財 政 対 策 債 323,400 102,100 

計 1,067,000 906,400 
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0 106,731 13,151,471

款

10 地 方 特 例

補

交 付 金 573,619

正

10,617 584,

前

236

1

の

1 地 方 交 付 税 4,66

予

8,000 26,13

算

8 4,694,138

額

15 国 庫

補

支 出 金 5,798,6

正

61 70,782 5,

予

869,443

算

16 県 支 出 金 2

額

,617,360 1,

計

604 2,618,9

千

64

19

円

繰 入 金 368,435

千

164,772 533

円

,207

千

20 繰 越 金 350,0

円

00 690,176 1

歳

,040,176

入

21 諸 収 入 1

歳

,313,094 17

出

6,129 1,489

補

,223

正

22 市 債 1,067,

予

000 △160,60

算

0 906,400

事

歳 入 合 計 3

項

3,306,105 1

別

,086,349 34

明

,392,454

細 書

１　総括
（歳  入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

1 市 税 13,044,74

3,087,248 544,713 3,631,961

3 民 生 費 17,381,059 145,532 17,526,591

（歳 

4 衛 生 費 2,707,036 253,850 2,960,886

6 農 林 水 産 業 費 220,245 44 220,289

7 商 工 費 399,766 4,180 403,946

8 土 木 費 2,469,715 70,626 2,540,341

 出

款

9 消 防 費 1,147

補

,073 21,783

正

1,168,856

前の

10

予

教 育 費 2,981,9

算

57 45,621 3,

額

027,578

補

）

正予算

歳 出 合 計 33

額

,306,105 1,

計

086,349 34,392,454

千円 千円 千円

2 総 務 費
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15,849 522 528,342

7,313 24,400 381 113,438

補 正

44

予

,412 115,50

算

2 93,936

額 の 財 源

44

内 訳

特 定

4,180

財 源

一 般

4,8

財

12 65,814

源

21,783

36,300 9,321

国

72,

県

386 60,700 1

支

16,405 836,

出

858

金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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２ 

額

2 国庫補助金 231,359 15,849 247,208

1 総務費国庫補助金 42,745 15,849 58,594

4 国庫交付金 1,817,541 10,521 1,828,062

1 市税

2 民生費交付金 1,

1

694,884 7,3

3

13 1,702,19

,

7

044,740 106

4 土

,

木費交付金 29,28

7

6 3,208 32,4

3

94

1 13,151,471

１款  市税１款  市税 １０款  地方特例交付金１款  市税 １０款  地方特例交付金 １１款  地方交付税
１５款  国庫支出金

1 市民税 6,112

 

,707 106,731 6,219,438

1 個人 5,51

科

6,274 106,7

 

31 5,623,00

 

5

 

歳

   目 補

10 地方特例交

 

付金 573,619 1

 

0,617 584,2

正

36

  

 

前

1 地方特例

 

交付金 573,619

 

10,617 584,

の

236

補  

1 地方特

 

例交付金 573,61

 

9 10,617 584

 

,236

 

     正

11 地方交付税 4,

計

668,000 26,138 4,694,138

 

1 地方交付税 4,668,000 26,138 4,694,138

1 地方交付税 4,668,

 

000 26,138 4,694,138

款 項 目

15 国庫支出金 5,

予

798,661 70,

入

 

782 5,869,4

 

43

  算

1 国庫負担

 

金 3,727,144

 

44,412 3,77

 

1,556

 額 予

2 衛

 

生費国庫負担金 3,1

 

08 44,412 47

 

,520

 算    
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区　　　分 金　　　額

1総 務

［

管 理 費 15,849  

単

[企画課] 

位

補 助 金

：

地方創生支援事業費補

千

助金

円

  10,00

］

0,000円×10/

　

10

　

  11,699,000円×1/2

3社 会 福 祉 費 7,313  [介護保険課] 
交 付 金 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

  7,313,000円×10/10

1土 木 管 理 費 3,208  [建築課] 
交 付 金 社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業）

1現 年 課 税 分 106,731  [税務課] 
所得割

1地 方 特 例 10,617  [財政課] 
交 付 金 地方特例交付金

節

説 　　　　　　　　　　　　

1地

　

方 交 付 税 26,138

　

 [財政課] 

　

普通

明

交付税

1保 健 衛 生 費 44,412  [健康づくり課] 
負 担 金 新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金
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歳 

5 雑入 1,065,434 176,129 1,241,563

2 雑入 1,065,180 116,405 1,181,585

16 県支

3 過年

出

度収入 59,724 5

金

9,724

2,617,360 1,604 2,618,964

１６款  県支出金１６款  県支出金 １９款  繰入金１６款  県支出金 １９款  繰入金 ２０款  繰越金
２１款  諸収入

2 県補助金 750,432 1

 

,604 752,036

科 

5 土木費

 

県補助金 25,565

 

1,604 27,16

 

9

  

 

目 補  正  前

19

 

繰入金 368,435

 

164,772 533

 

の

,207

補  

1 基金

 

繰入金 368,435

 

164,491 532

 

,926

   

1 基金

入

 

繰入金 368,435

 

164,491 532

正

,926

計

2 特別会計繰入金 281 281

1 特別会計繰入金 281 281

20 繰越

款

金 350,000 69

項

0,176 1,040

目

,176

予  

1 繰越

 

金 350,000 69

 

0,176 1,040

算

,176

   

1 繰越

 

金 350,000 69

額

0,176 1,040

予

,176

    算  

21 諸収入 1,313

 

,094 176,12

 

9 1,489,223

額
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　　分 金　　　額

［単

11雑 入 116,

位

405  [総務課] 

：千

交通事故損害賠償金

円

402

］

自動車損害共

　

済災害共済金 120

　

 [こども未来課] 
登記費用実費徴収金 381
 [健康づくり課] 
新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金 115,502

1過 年 度 59,724  [介護保険課] 
収 入 令和５年度分低所得者保険料軽減国庫負担金精算金 587

令和５年度分低所得者保険料軽減県費負担金精算金 293
 [ふくし支援課] 
令和５年度分障害者自立支援医療給付費国庫負担金精 219
算金
令和５年度分障害者自立支援医療給付費県費負担金精 109
算金

1土 木 管 理 費 1,604  [建築課] 
補 助 金 民間木造住宅耐震診断費補助金 354

民間木造住宅耐震改修費補助金 1,250

1基 金 164

節

,491  [財政課] 

説

繰 入 金 江南市財政

 

調整基金繰入金

　　　　　　　　　

1特 別 会

　

計 281  [介護保険

　

課] 

　

繰 入 金 介護保

　

険特別会計繰入金

　　明

1前 年 度 690,176  [財政課] 
繰 越 金 前年度繰越金

区　
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歳 

8 臨時財政対策債 323,400 △221,300 102,100

計 33,306,105 1,086,349 34,392,454

２１款  諸収入２１款  諸収入 ２２款  市債

 

科      

 

目 補  正  前  

 

の 補        

入

  正

計

款 項

22 市債 1,0

目

67,000 △160

予

,600 906,40

 

0

   

1 市債 1,0

算

67,000 △160

 

,600 906,40

 

0

  額

2 民生債

予

273,900 24,

 

400 298,300

   算   

7 教育債

 

168,900 36,

額

300 205,200
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保

　

育園整備事業債 3,6

分

00

金

空調設備整備事

　

業債（小学校） 21,

　

800

　額

2中 学 校

２

債 10,900  [教

１

育課] 

－

空調設備整

５

備事業債（中学校）

－３  過年

1臨 時 財 政 △

度

221,300  [財

収

政課] 

入

対 策 債 臨時

 

財政対策債

 ［単位：千円］　　

令和５年度分生活保護介護扶助費国庫負担金精算金 2,162
令和５年度分障害者自立支援給付費国庫負担金精算金 17,344
令和５年度分障害者自立支援給付費県費負担金精算金 8,672
令和５年度分障害児通所給付費国庫負担金精算金 18,584
令和５年度分障害児通所給付費県費負担金精算金 9,292
 [こども未来課] 
令和５年度分児童手当費国庫負担金精算金 1,076
令和５年度分子ども・子育て支援施設等利用給付費国 584
庫交付金精算金
令和５年度分私立幼稚園授業料等軽減県費補助金精算 323
金
 [子育て支援課] 
令和５年度分子ども・

節

子育て支援国庫交付金精算金 361

説

令和５

 

年度分地域生活支援事

　

業費国庫補助金精算金

　

60

　

令和５年度分地

　

域生活支援事業費県費

　

補助金精算金 30

　

令

　

和５年度分母子生活支

　

援施設措置費国庫負担

　

金精算 19

　

金

　

令和

　

５年度分母子生活支援

　

施設措置費県費負担金

　

精算 9

　

金

明

2児 童 福 祉 債 24,400  [こども未来課] 
保育園整備事業債

区

1小 学 校 債 25,40

　

0  [教育課] 
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令和６年議案第６４号 

 

 

令和６年度江南市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 令和６年度江南市の国民健康保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 99,254 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 8,862,657 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

 

                      江南市長  澤田 和延 
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出

入　　合　　計 8,7

予

63,403 99,2

算

54 8,862,65

補

7

正

歳　入

款 項 補正

第

前の額 補　正　額 計

千

１

円 千円 千円

表

7 繰 越 金 99,2

　

54 99,254

歳

1 繰 越 金 9

入

9,254 99,25

歳

4

歳　　
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

5 基 金 積 立 金 132 99,254 99,386

1 基 金 積 立 金 132 99,254 99,386

歳　　出　　合　　計 8,763,403 99,254 8,862,657
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,254

歳 入 合 計 8,763

款

,403 99,254

補

8,862,657

正前の予算額 補 正 予 算 額 計

千円 千円 千円

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

7 繰 越 金 99,254 99

立 金 132 99,254 99,386

歳 出 合 計 8,763,403 99,254 8,862,657

出（歳  

款 補正前の予算額 補

）

正予算額 計

千円 千円 千円

金5 基 積
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99,254

99,254

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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２ 

額

7 繰越金 99,254 99,254

1 繰越金 99,254 99,254

 

1 その他繰越金 99,254 99,254

科   

歳

計 8,763,

 

403 99,254 8

目

,862,657

７款

補

  繰越金

  正  

 

前  の 補          正

計

 

款 項 目 予

入

    算    額 予    算    

３　

基金積

補正前の 補  

立

    正
特定財源

目

金

計
予 算 額 予  算  額 一般財源 区  

　１

分 金  額

項　基金

国  県
地方債 その他

支

積

出金

立金

 1 基 金 132 99,254 99,386 99,254 24積 立 金 99,254

歳　

積 立 金

計 132

　出

99,254 99,386 99,254

補 

　５

正 予 算 額 の 財 源 内 訳 節

款　
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区 分 金 額

［単位：千円］　　

1そ の 他 99,254 その他繰越金
繰 越 金

節

説 明

  明

事     業 備 考

５－１－

〔保険給付事業〕 99,254

１　基金積立金　［単

・

位：

管理事業

千円

国民健康保険事業基金
24 積立金

］　

 江南市国民健康保険事業基金積立
   金

説 
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令和６年議案第６５号 

 

 

令和６年度江南市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

                    

 

 令和６年度江南市の介護保険特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 354,652千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 9,144,740千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

 

                      江南市長  澤田 和延 
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出

55 474,374

予算

3 支 払 基 金 交 付 金 2,

補

282,148 4,9

正

50 2,287,09

歳

8

1 支

　

払 基 金 交 付 金 2,28

入

2,148 4,950 2,287,098

4 県 支 出 金 1,217,520 159 1,217,679

3 県 補 助 金 62,368 159 62,527

款

7 繰 越 金 1 3

項

49,288 349,

補

289

正

1 繰 越 金 1 349,2

第

前

88 349,289

の

歳　　入　

額

　合　　計 8,790

補

,088 354,65

　

2 9,144,740

正　額 計

千

１

円 千円 千円

表

2 国 庫 支 出 金 1,

　

971,591 255

歳

1,971,846

入

2 国 庫 補

歳

助 金 474,119 2
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

3 基 金 積 立 金 609 227,657 228,266

1 基 金 積 立 金 609 227,657 228,266

6 諸 支 出 金 1,500 126,995 128,495

1 償還金及び還付加算金 1,500 126,714 128,214

2 繰 出 金 281 281

歳　　出　　合　　計 8,790,088 354,652 9,144,740
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591 255 1,971,846

款

3 支 払 基 金 交 付 金 2

補

,282,148 4,

正

950 2,287,0

前

98

4 県

の

支 出 金 1,217,5

予

20 159 1,217

算

,679

額

7 繰 越 金 1 349,2

補

88 349,289

正

歳 入 合 計

予

8,790,088 3

算

54,652 9,14

額

4,740

計

千円 千円 千円

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総括
（歳  入）

2 国 庫 支 出 金 1,971,

立 金 609 227,657 228,266

6 諸 支 出 金 1,500 126,995 128,495

歳 出 合 計

（歳 

8,790,088 354,652 9,144,740

 出

款 補正前の予算額 補

）

正予算額 計

千円 千円 千円

3 基 金 積
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227,657

126,995

354,6

補

52

正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円
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２ 

額

1 繰越金 1 349,288 349,289

1 繰越金 1 349,288 349,289

計 8,790,088 354,652 9,144,740

２款  国庫支出金２款  国庫支出金 ３款  支払基金交付金２款  国庫支出金 ３款  支払基金交付金 ４款  県支出金
７款  繰越金

2 国庫支出金 1,971,591 255 1,971,846

2 国庫補助金 474,11

 

9 255 474,374

2 地域支援事業介護 58,096 2

科

55 58,351

   

予防・日

歳

 

常生活支

  目

援総合事

補

業費交付

 

金

 正 

3 支払基金交

 

付金 2,282,14

 

前

8 4,950 2,28

 

7,098

 の 補

1 支

 

払基金交付金 2,28

 

2,148 4,950

 

2,287,098

  

 

  

1 介護給付費交付

 

金 2,203,719

 

4,599 2,208

 

,318

正

計

 

2 地域支援事業支援 78,429 351 78,780
交付金

 

4 県支出金 1,217,520 159 1,217,679

款

3 県

項

補助金 62,368 1

目

59 62,527

予

入

   

1 地域支援事業介護

 

36,310 159 3

算

6,469

   

予防・日常生活

 

支

額 予 

援総合事業費交

 

付

 

金

 算 

7 繰越金 1 349,

 

288 349,289

  

- 92 -



区　　　分 金　　

1前 年 度 34

　

9,288  [介護保

額

険課] 

［

繰 越 金 前年

単

度繰越金

位：千円］　　

2過 年 度 分 255  [介護保険課] 
過年度分地域支援事業交付金（介護予防事業）

2過 年 度 分 4,599  [介護保険

節

課] 
過年度分介護

説

給付費交付金

 　　　　

2過 年 度 分

　

351  [介護保険課

　

] 

　

過年度分

　

地域支援事業支援交付

　

金

　　　　　　明

2過 年 度 分 159  [介護保険課] 
過年度分地域支援事業交付金（介護予防事業）
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３　

基

  加 算 金

金積

補正前の 補  

立

    正
特定財源

目

金

計
予 算 額 予  算

　

  額 一般財源 区

計 1,500 126

 

,714 128,21

 

4 126,714

１

分 金  額

項　基

国

歳

金

  県
地方債 その他

支

積

出金

立金 ３

 1 基 金 609 227

－

,657 228,26

１

6 227,657 24

－

積 立 金 227,657

１

〔介護保険財務事務事

　

業〕 227,657

　

基金積

  積

立

立 金

金　［単位

・介

：

護保険事業基金積立事

　

千

業

円］　　

計 609 227,657 228,2

出

66 227,657

　６款　諸支出金
　１項　償還金及び還付加算金 ６－１－１　償還金及び還付加算金　［単位：千円］　　

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳 節

　

補正前の 補      正
特定財源

目 計
予 算 額 予  算  額 一般財源 区  分 金  額

補 

３

正 

国  県
地方債 その

予

他
支出金

 算 

 1 償 還 金 1,5

額

00 126,714 1

 

28,214 126,

の

714 22償還金、 1

 

26,714 〔介護保

款

財

険財務事務事業〕 12

 

6,714

源 内

  及 び

 訳 節

利子及び

　

・介護給付費等返納事業
  還 付 割 引 料
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３　

基

 

金、利子及び割引料  

 

令和４年度分

        

   介護給付費国

金

 

庫負担金返納金 71,

 

635  　介護予防・

 

日常生活支援総合事業

 

費国庫補助金返納金

  

   介護給付

 

費県費負担金返納金 5

 

1,345  　介護予

 

防・日常生活支援総合

 

事業費県費補助金返納

積

 

金

 

   介護

明

予防・日常生活支援総合事業 686  　介護予防・日常生活支援総合事業費支払基金交付金返納金
   費国庫補助金返納金

立

   介護予防・日常生活支援総合事業 429  令和５年度分
   費県費補助金返納金
   介護予防・日常生活支援総合事業 927

金

   費支払基金交付金返納金
   包括的支援事業・任意事業費国庫 1,128
   補助金返納金
   包括

　

的支援事業・任意事業費県費 564
   補助金返納金

１

事    

項

          

　

 業 備       

基

        考

歳

金積立金 ３－１－１

〔介護保険財務事務事

　

業〕 227,657

　

基金積立金　［単位

・介

：

護保険事業基金積立事

　

千

業

円

24 積立

］

金

　

   江南

　

市介護保険事業基金積立金

出

　６款　諸支出金
　１項　償還金及び還付加算金 ６－１－１　償還金及び還付加算金　［単位：千円］　　

　

説                                 明

事               業 備     

３

          考

〔介護保

款

険財務事務事業〕 126,714

説 

　

 

・介護

 

給付費等返納事業

        

22 償還
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 歳

出金
　

補正前の 補     

２

 正
特定財源

目 計
予 

項

算 額 予  算  額

　

一般財源 区  分 金 

繰

 額

出金 ６

国  県

　

－

地方債 その他
支出金

２－１

 1 一

　

般 281 281 281

一

27繰 出 金 281 〔介

般

護保険財務事務事業〕

会

281

計繰

出

出

  会 計

金　［単位：

・一般会計繰出事業

千円］

  

　
　

繰 出 金

　

計 281 281 281

６款

補 正 予

　

 算 額 の 財 源

諸

 内 訳 節

支
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出

          

金

         明

　２項　繰

事       

出

        業 備

金

          

６

     考

－２－１　一

〔介

般

護保険財務事務事業〕

会

281

計繰出金　［単位：

・一般会計繰出事業

千円］
　

　　

27 繰出金
   一般会計繰出金

６款　諸

説    

支
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令和６年議案第６６号 

 

   令和５年度江南市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に基づき、令和５年

度江南市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年議案第６７号 

 

   令和５年度江南市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に基づき、令和５年

度江南市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認

定に付する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年議案第６８号 

 

   令和５年度尾張都市計画事業江南布袋南部土地区画整理事業特別会計歳入歳出

決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に基づき、令和５年

度尾張都市計画事業江南布袋南部土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年議案第６９号 

 

   令和５年度江南市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に基づき、令和５年

度江南市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年議案第７０号 

 

   令和５年度江南市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に基づき、令和５年

度江南市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年議案第７１号 

 

   令和５年度江南市水道事業会計利益の処分及び決算認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、令

和５年度江南市水道事業会計決算に伴う利益を剰余金処分計算書（案）のとおり処分す

ることについて議会の議決を求め、併せて同法第３０条第４項の規定に基づき、令和５

年度江南市水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年議案第７２号 

 

   令和５年度江南市下水道事業会計決算認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定に基づき、令

和５年度江南市下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年報告第５号 

 

   損害賠償の和解及び額を定めることについての専決処分について 

 

 市において損害賠償義務が発生したので、その和解及び額を定めることについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の権

限に属する事項中市長の専決処分事項として別紙のとおり専決処分したので、同条第

２項の規定により報告する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年専決第２号 

 

専決処分書 

 

 損害賠償義務が発生したので、その和解及び額を定めることについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の権限に属する

事項中市長の専決処分事項として、次のとおり専決処分する。 

 

  令和６年８月９日 

 

江南市長  澤田 和延    

 

１ 事故発生日時   令和６年６月１１日（火）  

           午後２時ごろ 

 

２ 事故発生場所   江南市般若町前山１８９番地先 

 

３ 市 側   土木課 職員 

 

４ 相 手 方   市内在住 男性 

            

５ 事故の概要   周辺現場状況の確認のため当該箇所の路肩に自動車を停車

させようとした際に、左側前輪が民地（畑）の土留板柵のコ

ンクリート杭に接触し破損させたもの。 

 

６ 双方の損害額   江南市  金      ０円 

           相手方  金 ４３，８７７円 

 

７ 過 失 割 合   江南市       １００％ 

           相手方         ０％ 

 

８ 損害賠償額   修繕費  金 ４３，８７７円 
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（参 考） 

   事故現場説明図（江南市般若町前山１８９番地先） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公用車 

コンクリート杭 
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令和６年報告第６号 

 

   損害賠償の和解及び額を定めることについての専決処分について 

 

 市において損害賠償義務が発生したので、その和解及び額を定めることについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の権

限に属する事項中市長の専決処分事項として別紙のとおり専決処分したので、同条第

２項の規定により報告する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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令和６年専決第１号 

 

専決処分書 

 

 損害賠償義務が発生したので、その和解及び額を定めることについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の権限に属する

事項中市長の専決処分事項として、次のとおり専決処分する。 

 

  令和６年７月９日 

 

江南市長  澤田 和延    

 

１ 事故発生日時   令和６年５月２７日（月） 

           午後４時ごろ 

 

２ 事故発生場所   江南市宮田神明町天王地内 県道１８３号線浅井犬山線 

 

３ 市 側   生涯学習課 

 

４ 相 手 方   市外在住 男性 

            

５ 事故の概要   県道１８３号線浅井犬山線を走行中の車両が同道路の堤防に

植栽されているサクラの枝に接触し、左フロントドア等が損

傷したもの。 

            

６ 双方の損害額   江南市  金      ０円 

           相手方  金 ９５，３７０円 

 

７ 過 失 割 合   江南市        ６０％ 

           相手方        ４０％ 

 

８ 損害賠償額   修繕費  金 ５７，２２２円 
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（参 考） 

   事故現場説明図（江南市宮田神明町天王地内 県道１８３号線浅井犬山線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車 

サクラ 
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令和６年報告第７号 

令和５年度江南市一般会計継続費精算報告書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定に基づき、

別紙のとおり報告する。 

  令和６年８月２８日提出 

江南市長  澤田 和延
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款 項 事　業　名 年

度 国　　県 国　　県 国　　県

支 出 金 支 出 金 支 出 金

令和 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

3 7,040,000 0 0 0 7,040,000 7,040,000 0 0 0 7,040,000 0 0 0 0 0

4 16,280,000 0 0 0 16,280,000 16,280,000 0 0 0 16,280,000 0 0 0 0 0

5 8,800,000 0 0 0 8,800,000 8,800,000 0 0 0 8,800,000 0 0 0 0 0

計 32,120,000 0 0 0 32,120,000 32,120,000 0 0 0 32,120,000 0 0 0 0 0

4 1,199,000 0 0 0 1,199,000 1,199,000 0 0 0 1,199,000 0 0 0 0 0

5 3,050,000 0 0 0 3,050,000 3,049,200 0 0 0 3,049,200 800 0 0 0 800

計 4,249,000 0 0 0 4,249,000 4,248,200 0 0 0 4,248,200 800 0 0 0 800

4 2,360,000 0 0 0 2,360,000 2,360,000 0 0 0 2,360,000 0 0 0 0 0

5 3,745,000 0 0 0 3,745,000 3,745,000 0 0 0 3,745,000 0 0 0 0 0

計 6,105,000 0 0 0 6,105,000 6,105,000 0 0 0 6,105,000 0 0 0 0 0

4 374,000 0 0 0 374,000 374,000 0 0 0 374,000 0 0 0 0 0

5 286,000 143,000 0 0 143,000 286,000 143,000 0 0 143,000 0 0 0 0 0

計 660,000 143,000 0 0 517,000 660,000 143,000 0 0 517,000 0 0 0 0 0

4 1,529,000 0 0 0 1,529,000 1,529,000 0 0 0 1,529,000 0 0 0 0 0

5 1,144,000 0 0 0 1,144,000 1,144,000 0 0 0 1,144,000 0 0 0 0 0

計 2,673,000 0 0 0 2,673,000 2,673,000 0 0 0 2,673,000 0 0 0 0 0

令 和 ５ 年 度 江 南 市 一 般 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書

全 体 計 画 実 績 比 較

左　　の　　財　　源　　内　　訳 左　　の　　財　　源　　内　　訳 左　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源

地 方 債 その他 地 方 債 その他 地 方 債 その他

特　　定　　財　　源

一般財源

支出済額

特　　定　　財　　源

一般財源

２
総務費

２
徴税費

土 地 調 査
評 価 事 業

年割額と

支出済額

の　　差

特　　定　　財　　源

年 割 額

介 護 保 険 等
事 業 計 画
策 定 事 業

地 域 福 祉 計 画
策 定 事 業

３
民生費

１
社会福祉費

健 康 日 本 ２ １
こ う な ん 計 画
策 定 事 業

１
保健衛生費

４
衛生費

自 殺 対 策 計 画
策 定 事 業
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令和６年報告第８号 

 

   令和５年度江南市土地開発公社の経営状況について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、別

紙のとおり報告する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

江南市長  澤田 和延    
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庶務に関する事項

１．理事会の開催

議 案 番 号 開催及び提出年月日 議 決 年 月 日

令和5年議案第 3号 令和5年 4月10日 令和5年 4月10日

令和5年議案第 4号

令和5年議案第 5号

令和6年議案第 1号  令和６年度事業計画

令和6年議案第 2号  令和６年度予算

令和6年議案第 3号  令和６年度資金計画

２．監査の実施

開 催 日

令和5年 4月20日  令和４年度決算監査

 理事長の選任

令和5年 5月17日

令和５年度江南市土地開発公社事業報告書

件 名

 令和４年度事業報告の認定
令和5年 5月17日

 令和４年度決算の認定

内 容 備 考

令和6年 3月21日令和6年 3月21日
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（１）収益的収入及び支出

収　入 （単位：円）

第１款
事業収益

313,582 △ 37,418

　第１項
　公有地取得事業収益

0 △ 1,000

　第２項
　附帯等事業収益

313,582 △ 36,418

第２款
事業外収益

20,512 △ 488

　第１項
　受取利息

12 △ 988

　第２項
　有価証券利息

20,500 500

計 334,094 △ 37,906

支　出 （単位：円）

当 初
予 算 額

合 計

第１款
事業原価

1,000 1,000 0 1,000

　第１項
　公有地取得事業原価

1,000 1,000 0 1,000

第２款
販売費及び一般管理費

106,000 106,000 82,950 23,050

　第１項
　販売費及び一般管理費

106,000 106,000 82,950 23,050

計 107,000 107,000 82,950 24,050

1,000

20,000

372,000

0

流 用
増 減 額

0

0

0

0

351,000

0

決 算 額

20,000

0

1,000

350,000

1,000

350,000

決 算 額

0

0

0

区 分
当 初 予 算 額 補正予算額

予　　　　算　　　　額

合 計

351,0000

区 分

0

補 正
予 算 額

0

予　　　　算　　　　額

21,000

1,000

0 21,000

令 和 ５ 年 度 江 南 市 土 地 開 発 公 社 決 算 書

令和５年度江南市土地開発公社決算報告書

0

0

0

予算額に比
べ 決 算 額
の 増 減

備 考

不 用 額 備 考

372,000
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（２）資本的収入及び支出

収　入 （単位：円）

繰越額に係る
財源充当額 合 計

第１款
資本的収入

0 0 0

計 0 0 0

支　出 （単位：円）

流　用
増減額

小 計 繰 越 額 合 計

第１款
資本的支出

0 0 0 0 0 0

　第１項
　借入金償還金

0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

区 分
当　　初
予 算 額

0

予 算 額

補　　正
予 算 額

予 算 額 に 比
べ 決 算 額
の 増 減小 計

00

0

区 分 決 算 額
当　　初
予 算 額

0

0

0

0 0

備 考

備 考

不用額

補　　正
予 算 額

0

翌年度
繰越額

0

0

0

0

決 算 額

0

予 算 額

0

0
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（単位：円）
１．事業収益

（１）公有地取得事業収益 0
（２）附帯等事業収益 313,582 313,582

２．事業原価
（１）公有地取得事業原価 0 0

（事業総利益） 313,582

３．販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費
（１）販売費及び一般管理費 82,950 82,950

（事業利益） 230,632

４．事業外収益
（１）受取利息 12
（２）有価証券利息 20,500 20,512

当期純利益 251,144

（単位：円）
　（資産の部）
１．流動資産

（１）現金預金 1,347,776
（２）公有用地 375,391,172
（３）代替地 85,985,182

流動資産合計 462,724,130
２．固定資産

（１）投資有価証券 10,000,000
固定資産合計 10,000,000
資産合計 472,724,130

　（負債の部）
１．流動負債

（１）未払金 550
（２）短期借入金 0

流動負債合計 550
２．固定負債

（１）長期借入金 460,295,948
固定負債合計 460,295,948
負債合計 460,296,498

　（資本の部）
１．資本金

（１）基本財産 10,000,000
資本金合計 10,000,000

２．準備金
（１）前期繰越準備金 2,176,488
（２）当期純利益 251,144

準備金合計 2,427,632
資本合計 12,427,632
負債・資本合計 472,724,130

（注）たな卸資産の評価基準及び評価方法
      公有用地、代替地・・・個別法による原価法。

令和５年度江南市土地開発公社貸借対照表

令和５年度江南市土地開発公社損益計算書

（令和６年３月３１日）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：円）

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

その他の事業収入 313,582

人件費支出 △ 11,400

小　計 302,182

利息の受取額 12

有価証券利息の受取額 20,500

法人税等の支払額 △ 71,000

小　計 △ 50,488

事業活動によるキャッシュ・フロー 251,694

２．財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入 0

借入金の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

３．現金及び現金同等物増減額 251,694

４．現金及び現金同等物期首残高 1,096,082

５．現金及び現金同等物期末残高 1,347,776

令和５年度江南市土地開発公社キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（令和６年３月３１日）

（単位：円）

金 額

（資産の部）

流 動 資 産 現金及び預金 普 通 預 金

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ
銀 行

1,347,776 1,347,776

(㎡）

公 有 用 地 7,762.60 375,391,172

(㎡）

代 替 地 1,181.60 85,985,182

流 動 資 産 計 462,724,130

固 定 資 産 投資有価証券 10,000,000

固 定 資 産 計 10,000,000

472,724,130

（負債の部）

流 動 負 債 未 払 金
販 売 費 及 び
一 般 管 理 費

550 550

短 期 借 入 金

流 動 負 債 計 550

固 定 負 債 長 期 借 入 金 460,295,948

固 定 負 債 計 460,295,948

460,296,498

12,427,632

岡 山 県 平 成 ２ ８ 年 度
第 ２ 回 公 募 公 債

江 南 市 土 地 開 発 基 金

差 引 純 資 産

負 債 の 部 合 計

令和５年度江南市土地開発公社財産目録

資 産 の 部 合 計

区 分
摘 要

金 額
内 訳
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（令和６年３月３１日）
（単位：円）

三菱ＵＦＪ銀行

（令和６年３月３１日）
（単位：円）

基本財産

岡山県平成２８年度
第２回公募公債

（令和６年３月３１日）

（単位：円）

江南市

（令和６年３月３１日）

（単位：円）

期 首 残 高 当 期 増 加 高

460,295,948 0

460,295,948 0

令和５年度江南市土地開発公社預金明細書

区 分
内 訳

金 額
摘 要 金 額

合 計

1,347,776

合 計 1,347,776 1,347,776

1,347,776

令和５年度江南市土地開発公社有価証券明細書

普 通 預 金

区 分
内 訳

摘 要
摘 要 金 額

地 方 債 10,000,000

令和５年度江南市土地開発公社資本金明細書

区 分 出 資 団 体 名 出 資 額 摘 要

期 末 残 高

合 計 10,000,000

令和５年度江南市土地開発公社借入金明細書

合     計 0 460,295,948

江 南 市
土地開発基金

10,000,000

基 本 財 産 10,000,000

無利息 0

借 入 先 利 率 当 期 減 少 高

460,295,948
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収益の部 （単位：円）

款 項 目 節 金 額 備 考

１．事業収益 313,582

0

313,582

313,582

１．土地貸付
　　収益

313,582

２．事業外収益 20,512

１．受取利息 12

１．受取利息 12

１．受取利息 12 利息

20,500

20,500

１．有価証券
　　利息

20,500
岡山県平成28年度
第2回公募公債

334,094

費用の部 （単位：円）

款 項 目 節 金 額 備 考

１．事業原価 0

１．公有地取得
　　事業原価

0

82,950

82,950

１．経費 82,950

１．報酬
11,400

監事報酬
5,700円×2回

８．旅費 0

10．需用費 0

12．役務費 550 残高証明書発行手数料

法人市民税均等割
50,000円
法人県民税均等割
21,000円

82,950合 計

26．公租公課

１．保有土地
　　賃貸等収
　　益

１．有価証券
　　利息

令和５年度江南市土地開発公社収益費用明細書

２．販売費及び
　　一般管理費

１．販売費及び
　　一般管理費

２．附帯等事業
　　収益

２．有価証券
　　利息

１．公有地取得
　　事業収益

71,000

合 計
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自　令和　５年４月　１日
至　令和　６年３月３１日

（単位：円）

１．直接費

（１）支払利息 0

0

公有用地造成原価 0

375,391,172

公有用地売却原価 0

375,391,172

自　令和　５年４月　１日
至　令和　６年３月３１日

（単位：円）

１．直接費

（１）支払利息 0

0

0

85,985,182

代替地売却原価 0

85,985,182

計

令和５年度江南市土地開発公社公有用地造成原価計算書

前年度末未処分用地

未処分用地

未処分用地

令和５年度江南市土地開発公社代替地造成原価計算書

計

代替地造成原価

前年度末未処分用地
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江南市土地開発公社公有用地明細表

取 得 時 当 期

㎡ 単 価 面 積 金 額 面 積 用地・補償費

S54. 6.11 9,200 2,121.00 65,757,759 0.00

H 3.12.16

～ 32,150 3,706.21 135,019,641 0.00

H 3.10.28

～ 31,500 881.61 35,949,249 0.00

S46. 1. 7 55,412

S58. 5.28 251,740 351.78 130,707,751 0.00

H 9. 2.28 10,000 702.00 7,956,772 0.00

7,762.60 375,391,172 0.00 0

江南市土地開発公社代替地明細表

当 期

S61.12. 8 40,000 1,181.60 85,985,182 0.00 0

1,181.60 85,985,182 0.00 0

当 期

8,944.20 461,376,354 0.00 0

（参  考） 土地開発基金

県道一宮舟津線用地

水と緑のふるさとづくり事業用地 (小杁・鹿子島)

国営木曽三川公園「江南花卉園芸公園」(江南緑地公園(木曽川左岸グランド))用地

江南駅前用地

江南緑地公園（中般若）用地

鉄道高架仮線用地及び代替地

準備金（内部留保資金）

県道一宮舟津線用地

合 計

合 計

事 業 名

事 業 名

金 額 面 積 用地・補償費

鉄道高架仮線用地及び代替地

合 計

総 合 計

期 首 残 高

面 積

面 積 金 額 面 積 用地・補償費
事   業   名 取得年月日

取得時
㎡単価

期 首 残 高

(江南緑地公園(木曽川左岸グランド))用地

江南駅前用地

江南緑地公園（中般若）用地

合 計

令和５年度

県道一宮舟津線用地　

水と緑のふるさとづくり事業用地

(小杁、鹿子島)

国営木曽三川公園「江南花卉園芸公園」

令和５年度

事 業 名 取得年月日
期 首 残 高
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令和６年３月３１日現在　　（単位：㎡・円）

工 事 費 ・
測量試験費

諸 経 費 支 払 利 息 計 面 積 面 積 金 額

0 2,121.00 65,757,759

0 3,706.21 135,019,641

0 881.61 35,949,249

0 351.78 130,707,751

0 702.00 7,956,772

0 0 0 7,762.60 375,391,172

令和６年３月３１日現在　　（単位：㎡・円）

評 価 減
面 積 金 額 金 額

0 0.00 1,181.60 85,985,182

0 0 0 0.00 1,181.60 85,985,182

評 価 減
金 額

0 0 0 0.00 0 0 0 8,944.20 461,376,354

令和６年３月３１日現在　　（単位：㎡・円）

面 積 金 額 面 積 金 額 面 積 金 額 面 積 金 額

2,086.15 64,677,353 2,086.15 64,677,353

3,706.21 135,019,641 3,706.21 135,019,641

881.61 35,949,249 881.61 35,949,249

351.78 130,707,751 351.78 130,707,751

702.00 7,956,772 702.00 7,956,772

1,181.60 85,985,182 1,181.60 85,985,182

8,909.35 460,295,948 0.00 0 0.00 0 8,909.35 460,295,948

令和６年３月３１日現在　　（単位：㎡・円）

面 積 金 額 面 積 金 額 面 積 金 額 面 積 金 額

34.85 1,080,406 34.85 1,080,406

34.85 1,080,406 0.00 0 0.00 0 34.85 1,080,406

期 首 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減 少 高 期 末 残 高

計 面 積 金 額 面 積 金 額

期 首 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減 少 高 期 末 残 高

工 事 費 ・
測量試験費

諸 経 費 支 払 利 息

面 積 金 額

増　　　加　　　高 当 期 減 少 高 期 末 残 高

期 末 残 高

工 事 費 ・
測量試験費

諸 経 費 支 払 利 息 計
減 少 高

増　　　加　　　高 当 期 減 少 高

期 末 残 高

金 額

増　　　加　　　高 当 期 減 少 高
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令和６年報告第９号 

 

令和５年度江南市健全化判断比率報告書について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条   

第１項の規定に基づき、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

                      江南市長  澤田 和延 
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令和５年度江南市健全化判断比率報告書 

 

                                     

（％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（ １２．４７ ） 

― 

（ １７．４７ ） 

３．２ 

（  ２５．０  ） 

― 

（ ３５０．０ ） 

備考 

 １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は、 

「－」を記載する。 

 ２ （ ）内は早期健全化基準を記載する。 
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（参　考）
令和５年度

千円
 実質赤字比率 ＝

千円
※実質赤字比率がない場合は「－」で記載

（趣旨）一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

　○実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 0 千円

・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 千円

・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 千円

・事業繰延額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 千円

0 千円
 連結実質赤字比率 ＝

千円
※連結実質赤字比率がない場合は「－」で記載

（連結実質収支額 千円･･･

（趣旨）全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 千円

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 千円

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 千円

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 千円

（元利償還金＋準元利償還金）－

千円
 実質公債費比率　＝

 標準財政規模　－

千円

（趣旨）一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

　○準元利償還金の内容

①　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額

②　一般会計等から一般会計等以外への特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの

③　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

④　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

【参考】

（％） （％） （％） （％）

千円
 将来負担比率　＝

千円
※将来負担比率が算定されない場合は「－」で記載

（趣旨）一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

　○将来負担額の内容 千円・・・（イ～チまで加算したもの）

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 千円

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの） 千円

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 千円

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 千円

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する退職手当要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 千円

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の

当該債務額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 千円

ト 連結実質赤字額 千円

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 千円

　○将来負担額から控除されるもの 千円・・・（リ～ルまで加算したもの）

リ 地方債の償還額等に充当することができる地方自治法第241条の基金 千円

ヌ 特定財源見込額 千円

うち都市計画税 千円

ル 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 千円

〔 － 〕-18.7

4,699,460

連結実質赤字額なし)

連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）

標 準 財 政 規 模

（3.20690％）

（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

9.62069

1,458,523

18,485,810

4,788,222

3.2（％）

健 全 化 判 断 比 率 の 概 要 に つ い て

581,082

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

2,957,633

〔 － 〕

〔 － 〕

0

の３ヵ年平均

3.2（％）

0

0

0

1,499,110

3.14339

（３年計）

0

0

20,327,354

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額

標 準 財 政 規 模

0 + ( 0 + 0 ) = 

0

20,327,354

22,387,852

32,198,841

8,497,536

(令和３年度) (令和４年度) (令和５年度）

35,673,610

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

2.94286 3.53443

0

0

将来負担額　－

23,590,619

0

4,629,467

0

3,904,118

74,637

18,485,810
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令和６年報告第１０号 

 

令和５年度江南市水道事業会計資金不足比率報告書について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条  

第１項の規定に基づき、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

                      江南市長  澤田 和延 
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令和５年度江南市水道事業会計資金不足比率報告書 

 

                                   

（％） 

資金不足比率 備   考 

― 

（ ２０．０ ） 
 

備考 

 １ 資金不足額がない場合は、「－」を記載する。 

 ２ （ ）内は経営健全化基準を記載する。 

- 133 -



- 134 -



- 135 -



（参 考） 

 

令和５年度 

 

 

 

 

 

資金不足比率＝ 
事業の規模

　資金の不足額　　
     

   ※ 資金不足比率がない場合は「 — 」を記載する 

    （趣旨） 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

     ○資金の不足額（法適用企業）＝（（イ）－（ロ））＋（ハ）－（二） 

  ＝ △1,327,740千円 

                     (剰余金 1,327,740千円･･･資金の不足額なし) 

       イ 流動負債の額・・・・・・・・・・・・・・・・・・   549,567千円 

       ロ 控除企業債等・・・・・・・・・・・・・・・・・・   107,099千円 

       ハ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の現在高 

             ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・         0千円 

       二 流動資産の額・・・・・・・・・・・・・・・・・   1,770,208千円 

 

○事業の規模（法適用企業）＝（ホ）－（ヘ） 

＝ 1,206,391千円 

       ホ 営業収益の額・・・・・・・・・・・・・・・・・1,230,356千円 

ヘ 受託工事収益の額・・・・・・・・・・・・・・・・ 23,965千円 

〔 — 〕 

水道事業会計資金不足比率の概要について 

0千円

1,194,877千円1,206,391 千円 
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令和６年報告第１１号 

 

令和５年度江南市下水道事業会計資金不足比率報告書について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条  

第１項の規定に基づき、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告する。 

 

  令和６年８月２８日提出 

 

                      江南市長  澤田 和延 
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令和５年度江南市下水道事業会計資金不足比率報告書 

 

                                     

（％） 

資金不足比率 備   考 

― 

（ ２０．０ ） 

 

 

備考 

  １ 資金不足額がない場合は、「－」を記載する。 

  ２ （ ）内は経営健全化基準を記載する。 
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（参 考） 

 

令和５年度 

 

 

 

 

 

資金不足比率＝ 
事業の規模

　資金の不足額　　
     

   ※ 資金不足比率がない場合は「 — 」を記載する 

    （趣旨） 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

     ○資金の不足額（法適用企業）＝（（イ）－（ロ））＋（ハ）－（二） 

  ＝ △130,783千円 

                     (剰余金 130,783千円･･･資金の不足額なし) 

       イ 流動負債の額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,327,553千円 

       ロ 控除企業債等・・・・・・・・・・・・・・・・・・   697,343千円 

       ハ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の現在高 

             ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・         0千円 

       二 流動資産の額・・・・・・・・・・・・・・・・・・   760,993千円 

        

○事業の規模（法適用企業）＝（ホ）－（ヘ） 

＝ 451,567千円 

       ホ 営業収益の額・・・・・・・・・・・・・・・・・・451,567千円 

ヘ 受託工事収益の額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0千円 

〔 — 〕 

下水道事業会計資金不足比率の概要について 

0千円

1,194,877千円451,567 千円 
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